インバウンド回復支援事業（翻訳機導入）取扱要綱
１．補助対象者　以下の要件を満たす者
（１）宮崎市内に所在する宿泊施設を営む宿泊事業者であること。

（２）旅館業法（昭和23年法律第138号）第３条に基づく営業の許可を受けた宿泊事業者であること。ただし、旅館業法第２条第４項に該当する「下宿営業」を営む者を除く。

（３）風俗営業等の規則及び業務の適正化等に関する法律（昭和23年法律第122号）第２条第１項に該当する風俗営業または同条第６項に規定する店舗型風俗特殊営業を行う施設ではないこと。

（４）宿泊事業者の構成員・役員等（法人の業務を執行する社員、取締役、執行役またはこれらに準ずる者をいい、相談役、顧問その他いかなる名称を有するものであるかを問わず、法人に対し業務を執行する社員、取締役、執行役またはこれらに準ずる者と同等以上の支配力を有すると認められる者を含む。）が、次のアからウまでのいずれにも該当する者ではないこと。

　　　　ア　暴力団（暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第77号）第２条第２項に規定する暴力団をいう。）

　　　　イ　暴力団員（同法第２条第６項に規定する暴力団員をいう。）

　　　　ウ　暴力団又は暴力団員と密接な関係を有する者

（５）その他補助が適当でないと支部長が認めるものではないこと。

２．補助対象経費

　翻訳又は通訳機能を備えた機器導入に係る経費
　ただし消費税、送料は補助対象外

３．補助率
対象経費の２分の１に相当する額
ただし機器１台あたり20,000円を上限とし、1,000円未満の端数が生じたときは切捨て
　

４．補助金の支払方法
精算払い

５．提出書類

　　（１）参画申込書・同意書・交付申請額
　　（２）見積書
　　（３）カタログ等の写し（品番・型番・機器の機能が確認できるもの）
　　（４）実績報告書

（５）補助金請求書
（６）領収書
（７）納品が確認できる資料（写真等）
（８）その他支部長が必要と認める書類

６．書類の提出期限

　　・前項に掲げる（１）は、令和５年１１月１０日まで

　　・前項に掲げる（２）は、令和５年１１月１０日まで
　　・前項に掲げる（３）は、令和５年１１月１０日まで
　　・前項に掲げる（４）は、別途通知する期日まで
　　・前項に掲げる（５）は、別途通知する期日まで
　　・前項に掲げる（６）は、別途通知する期日まで
　　・前項に掲げる（７）は、別途通知する期日まで
　
７．その他

　　補助を受ける宿泊事業者は、補助事業の適切な執行のため必要に応じて、宮崎県ホテル旅館生活衛生同業組合の求めにより、市からの調査依頼等に協力すること。
